
































制の適用が除外されており､ この場合における ｢管理監督者｣ の意義とそ
の判断基準が問題とされてきた｡ この点につき､ 行政解釈上は､ ｢監督もし





ドナルド事件２)において､ () 職務内容､ 権限､ 責任に照らし､ 労務管理
を含め､ 企業全体の事業経営に関する重要事項にどのように関与している
か､ () その勤務態様が労働時間等に対する規制になじまないものである
か､ () 給与および一時金において､ 管理監督者にふさわしい待遇がなさ
れているか､ などの諸点から判断すべきであるとした上で､ 結論としては
労基法条の適用を否定した｡ しかし､ 学説上は､ かかる判断基準のうち､









) 東京地判平		判時号頁､ 判タ号頁､ 労判号頁｡ 本件に関する評釈
として､ 水町勇一郎 ｢判批｣ 号頁 (年)､ 本久洋一 ｢判批｣ 法学セミナー巻

号頁 (年)､ 岩出誠 ｢判批｣ ジュリ号頁 (年)､ 北岡大介 ｢判批｣ 季労
号




























) 菅野和夫 『労働法 第版』 頁以下 (弘文堂､ 年) を参照｡ 同旨､ 土田・三澤前掲註
)頁以下､ 岩出・前掲註)頁以下｡
) 同計画のうち､ 雇用・労働関係に関する部分については､ 			
 !" !		#	$%"&を参照｡
) 内容については､ $! " '"!"&を参照｡
') わが国におけるホワイトカラー労働をめぐる論考は多数あるが､ さしあたって島田陽一 ｢ホ
ワイトカラーの労働時間制度のあり方｣ 日本労働研究雑誌号頁以下 (年)､ 同 ｢ホワ
イトカラー労働者と労基法条項｣ 季労号頁以下 ('年)､ 川口美貴 ｢新たな適用除















	は､ 州際通商における ｢労働者の健康､ 効率および一般厚生に必
要な最低限度の生活の維持に有害な労働条件｣ を排除することを目的とし





ありうるため)､ 年の改正において､ 企業適用 (
)
の概念により､ 州際通商にかかわる企業に雇用されている被用者に対して









(幡野利道執筆) ( 年)､ 梶川敦子 ｢アメリカにおけるホワイトカラー労働時間法制｣ 季労
号頁以下 (年)､ 同 ｢アメリカの公正労働基準法におけるホワイトカラー・イグゼ
ンプション｣ 日本労働研究雑誌 号頁以下 (年)､ 同 ｢ホワイトカラー労働と労働時間
規制の適用除外｣ 日本労働法学会誌号頁以下 ( 年)､ などを参照｡
) $!!%!§()()!




) '(!!)!&*+  ! !
































) )*+!(!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 (!)(##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本章の条 (本項の () に該当する () 項を除く) および条の規定
は､ 以下に関しては適用されない｡
() 真正な管理職 ()､ 運営職 ()､ 専門職
() (学校事務､ 小中学校の教員を含む)､ 外勤のセール






) 配偶者､ 子供､ 親などの深刻な健康状態 (
) の世話をする場合､ ( ) 被用者本人が深刻な健康状態のために労務の提供ができな
い場合､ の つの類型が挙げられている｡ 休暇の取得方法については､ 一括して行使する方法
のほか､ 分割して行使する方法､ 通常の労働時間を短縮するという方法も認められている｡ ま
た､ この休暇取得を理由として使用者は差別をしてはならず､ また休暇から復帰する際に､ 元
の職が空いていない場合には､ 休暇前に被用者が得ていた利益を失わせないような職務に就か





本項で扱うホワイトカラー被用者のほか､ 娯楽､ レクレーション､ 組織されたキャンプ､ 宗教





る企業に雇用されている者､ 鉄道運送業､ 航空運送業､ 家禽類､ 鶏卵､ クリーム､ 生乳等の外
部購入者､ 海員､ テレビまたはラジオのアナウンサー､ ニュースエディター､ チーフエンジニ
ア､ 自動車､ トラック､ 農業機具のセールスマン､ パーツマン､ メカニック (製造には関わら
ない場合)､ 地域配送に従事するドライバーおよびその助手､ 農業､ 排水溝､ 運河､ 貯水池等
の運用､ 保守､ 家禽の競り､ 大型穀物庫の製造やメンテナンス､ 製糖業､ 農産物の輸送業､ タ
クシー運輸業､ 公的機関､ 住み込みの家政婦､ 家内雇用､ 映画館､ 林業､ 国立野生生物保護シ
ステムに基づいて国立公園等に雇用されている者､ 犯罪捜査官などが定められている｡
規定に基づいて､ 労働長官の規則により､ その都度定義され､ その範

























)    §()() 
) !"  #$§(	) 
)  




 	()) がなされたものの､ 労使双方から多くの批判を受けたため､ その翌年に




外認定はより厳格な基準 (項目) を満たすことが必要とされていた (ロングテスト)｡ これ
に対して､ 週ドル以上の賃金を得ている被用者に対する適用除外認定は､ より緩やかな基
準となっており､ これをショートテストと称していた｡ 旧規則については､  





















俸給水準要件については､ 管理職､ 運営職､ 専門職のいずれの適用除外の
類型においても共通の要件として､ 被用者は週ドル以上 (年ド











) この他､ 内容に直接関連しない部分としては､ 規則の構成の変更なども行われている｡ 旧規
則と新規則の比較対照については､ 幡野・前掲)	頁以下を参照｡
) §	(
)ここでの俸給には､ ｢食事､ 宿泊､ その他の施設利用 (

 ! "#




















ば､ 法条 ()() における適用除外とみなすとされている)｡
また､ 俸給基準要件における俸給減額に関する､ 一般ルールの例外とし
て､ () 個人的理由または疾病等による丸日以上の欠勤､ () 業務上の
疾病等に対する休業手当が規定に基づいて支払われる場合､ () 陪審手当
や証人手当と賃金との相殺 (ただし､ 陪審義務の履行それ自体に対して減
額を行うことは許されない)､ () 安全規則違反に対する懲戒､ () 職場の
行為規範違反 (例：セクシュアル・ハラスメントなど) に対する懲戒とし
ての出勤停止に伴う減額､ () 雇用の開始週・終了週における労働時間に



















() 不適切な減額処分の実例数､ 特に被用者数と懲戒処分の対象となる違反数との割合､ ()
不適切な減額を行うまでに要した時間､ () 不適切な減額処分を受けた被用者数とその地理的


























織の経営 (  ) であること
#)



























) 他の被用者の採用・解雇の権限を有しているか､ または ｢採用､





































の要件は満たされる)｡ また､ ) に関しては､ 最終的な採用・解雇の権
限がない場合であっても､ 際立った重要性を有する提言および推薦を行い
うる者であれば､ この要件は満たされる｡ ただし､ この場合の提言および
推薦は､ 当該被用者が直接監督する被用者の採用・解雇に関係するもので
なければならない)｡ ｢際立った重要性｣ を有しているか否かは､ () 当
該提言および推薦が､ 被用者の管理職としての職務の一部を構成している
か､ () どの程度の頻度で提言および推薦を行っているか､ または求めら





) 被用者の主要な職務が､ 使用者またはその顧客の経営管理政策､ ま
たは一般的業務遂行に直接的に関連する () 事務ま
たは非肉体労働 () であること)
) 被用者の主要な職務が､ ｢重要な事項｣ に関して裁量および独立的

















要因が明らかにされている｡ まず) については､ 管理職における判断の
場合と同様に､ () 他の職務との比較において､ 適用除外の対象となる職
務が相対的に重要性を有していること､ () 適用除外の職務に要する労働
時間､ 被用者が直接的監督から相対的に自由であること､ () ほかの被用
者に支払われる賃金との連関､ などから総合的に判断することが必要とさ
れている)｡ この場合の適用除外対象職種に費やしている時間の比率に関







る)｡ もっとも､ 規則上は､ 運営職の適用除外がこれらの職種にのみ限定
されるものではないと明示している)｡




この決定に際して考慮すべき要素としては､ 規則上､ () 被用者がマネジ







) §()規則にて例としてあげられているのは､ ｢税金､ 財政､ 会計､ 予
算､ 監査､ 保険､ 品質管理､ 仕入､ 調達､ 広告､ マーケティング､ 研究､ 安全衛生､ 人事､ 人








いて使用者にコミットしているか否か､ () 被用者が､ 事前の認可なしに
確立された政策や手続から放棄または剥奪する権限を有しているか否か､
() 被用者が重要事項につき交渉し会社を拘束させる権限を有しているか
否か､ () 被用者が経営に関して相談､ 専門家としての助言等を行ってい
るか否か､ () 被用者が､ 長期または短期の経営目的への計画に携わって
いるか否か､ ()被用者が経営者のために重要事項の調査および解決を行っ









































) 主要なプロジェクトにおけるチームリーダー､ () 特定の保険請求調整人､ () 雇
用政策の考案､ 解釈､ 実施を行う人的資源マネージャー､ () 重要な購買につき会社を代表す
る仕入部長などが挙げられている｡
() その他






















形をとる｡ この場合､ の適用除外規定は積極的抗弁 (		




)  §(	)なお､ 旧規則においては､ 外勤のセールスマンの適用除外に該
当する被用者が､ 適用除外の対象とならない職務 (!"#) を％以上行うこと
は禁じられていたが､ 年改正後の現行の規則においては､ 当該規定は削除されている｡ 旧


























連邦規則条 () に該当する場合を除き､ 違法な減額 (
	































































) " ! #!$!!本件においては､ 使用者の給与支払いポリシーには､ ｢適用除外被
用者の賃金は､ 日未満の欠勤を理由として減額されることはない｣ と記載されており､ 被用
者の勤務シフトにより週の総労働時間が時間未満となる場合であっても時間と報告するよ
う指示していた｡ また､ 使用者は､ 適用除外被用者が誤って少なく報告することがないように､
被用者に対して給与ポリシーを説明することに加えて､ コンピュータ化された入場時間プログ
ラムは､ 適用除外被用者が週時間未満を報告したときに､ ｢ポップアップ｣ スクリーンを表
示して彼らに警告していた｡ さらに､ 被用者の給与支払小切手には､ 各給与支払期間について
報告時間の明細を記載していた｡ 給与支払小切手の点検により､ すべての労働時間を報告して




) "  (!	)本件も旧規則下における事例である｡
!) 
 &$ !
第巡回控訴裁判所は､ () については､ 規則が禁じているのは減額であ
り､ 所定の俸給に加算があったとしても俸給基準要件の適用には影響しな

































































































) &!3§()改正後の規則では､ ｢この要件に合致するためには､ 被用者は､
事業の経営またはサービスに直接助力することがその労働義務の履行でなければならず､ たと




		 	事件において､ 第 巡回控訴裁
判所は､ 管理監督労働と生産労働の間の境界は､ 特定の職務を履行するの
に必要な責任､ 地位､ または技術のレベルに一致するものではないとした










あり､ 多くの事例では､ 直接的関連性が肯定されている｡ 例えば､ 
		 !	事件では､ 損害鑑定人 (""













































) ! 	"#$"%"&具体的には､  '名が発電所内の電気､ 機械､ 機器の各エ
リアでさまざまな問題に対処する作業パッケージの立案を主要業務とする作業プランナー
(()*#+) であり､ "名がプランナーとより上位の職位との中間に位置し､ プランナー
の職務の監督や作業パッケージの立案などを担当する指揮作業プランナー (
#()
*#)､  名が作業プランナーが立案した作業パッケージの実施について､ 作業チームの作
業を監督する第一線管理者 (	+$
,-+)､ "名が物品の購買を担当する供給分析
















































































対する敬譲型司法審査 (上)(下)｣ 上智法学巻"号""$頁､ 巻号$!頁 (  年) を参照｡
) 	
	% " &'( %)#)"('*+	
" % " )
また､ 裁判所は､ 労働省の賃金労働時間局 (	
	)
が個別の事例に対して局長名で出しているオピニオンレター (		






しかし､ オバマ政権の成立以降､ 労働省は､ これまでのように
の適用除外規定に関して使用者に有利な結果をもたらすオピニオンレター

















) もっとも､ オピニオンレターに関しては､ .)&.	
/連邦最高裁判決
($%&&$0()) において､ .)	原則の適用は否定されている｡ 同判決の邦語評釈
として､ 井村真己 ｢.)&.	
/－アメリカ公正労働基準法における代休
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